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【当該任意拠出金等の意義、成果等に関する我が国としての評価】
当該イヤーマーク拠出金による共同研究の公募を通して、アジア太平洋地域における低炭素研究への重
要性をPRすることができたほか、同じく我が国環境省のイニシアティブにより同年に立ち上げられた低炭素
アジア研究ネットワーク（LoCARNet)との連携を通じ、地域における低炭素研究者の連携に相乗効果が得ら
れている。また、本件による採択プロジェクトは、国際会議での研究発表を通じて、成果を広く公表しており、
政策担当者との対話も実施することで、研究成果を政策立案に連携させるべく活動している。
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 【当該任意拠出金の目的・用途等】
　平成20年のG8首脳会合では、地球規模の気候変動問題に対処するため、2050年までに世界全体の温室
効果ガス（GHG）排出量を少なくとも半減するという長期目標が合意された。この長期目標の達成には、化
石燃料に依存する現在の社会経済構造から低炭素社会への変革を国際的に進める必要がある。こうした
低炭素社会の実現には、技術のイノベーションに止まらず、ライフスタイルや社会インフラのイノベーション
が不可欠であり、今後は、各国における低炭素社会に向けた包括的なビジョンの確立が課題となる。特に
成長著しいアジア地域においては2050年の温室効果ガス排出量は世界全体の半数を占めるとも言われて
おりアジアにおける取組は喫緊の課題となっている。また、平成22年のカンクン合意においては、途上国に
よる温室効果ガス排出削減行動（NAMA）を求められている。こうした背景のもと、我が国から低炭素分野の
研究促進分野を重点化し、確実に実施するためにイヤーマークを行ったもの。本件は、研究者の人材育成
等において低炭素アジア研究ネットワーク（LoCARNet）との連携するほか、各種国際会議を通じて随時発
信していく。


